
  

事 務 連 絡   

令和３年４月１９日   

  

各学校法人 高等教育の修学支援新制度担当課 御中  

  

文部科学省 高等教育局  

学生・留学生課 高等教育修学支援室 

                      私学部参事官付 私学経営支援企画室 

  

  

高等教育の修学支援新制度の授業料減免に係る会計処理について（連絡）  

  

  

平素は高等教育行政に格別の御高配を賜り、誠にありがとうございます。  

標記の件につきまして、令和２年 12 月 24 日に「実績報告に伴う返還に係る会計処理に

ついて」お知らせしておりましたが、複数の学校法人よりお問い合わせをいただきました

ので、追加でご説明させていただきます。  

  

 

記  

  

【御質問】 

令和２事業年度授業料等減免費交付金に係る２回目の変更交付申請時の事務連絡（令和

２年 12 月 24 日）において、実績報告に伴い交付金の返還が生じた場合の私立学校の会計

処理について以下の通り示されているが、実績報告を待たず、３回目の変更交付決定で、

既交付決定額より減額となる変更交付決定が行われた場合、令和２年度の会計処理はどの

ように行うべきか。 

 

 

 



令和２年 12 月 24 日事務連絡「実績報告に伴う返還に係る会計処理について」 

「２．実績報告に伴う返還に係る会計処理について（私立学校のみ） 

実績報告に伴い、翌年度において概算払いの交付金の返還が生じた場合は、大科目「管理

経費（支出）」に小科目「授業料等減免費交付金返還金（支出）」等を設けて計上してくだ

さい。」 

 

（回答） 

令和２年度決算の「補助金（収入）」には、令和２年度における最終的な交付決定額を計

上していただくものと考えます。 

年度内に既交付決定額でもって「補助金（収入）」を計上していたものの、それより少な

い金額で３回目の変更交付決定が行われた場合には、「補助金（収入）」を減額する会計処

理を行ってください。 

なお、３回目の変更交付決定は３月 30 日付で行っており、当該変更交付決定額と実績額

は乖離しないものと想定されますが、計算過誤等により、令和３年４月の額の確定におい

て交付決定額と実績額に差額が生じ、返還となった場合には、令和３年度に、大科目「管

理経費（支出）」に小科目「授業料等減免費交付金返還金（支出）」等を設けて計上してく

ださい。 

 

実務上の取扱い等については、日本私立学校振興・共済事業団において Q&A を公表する

予定ですので、あわせてご参照ください。 

 

 

※ 本事務連絡についてのお問い合わせは下記までお願いいたします。  

  

○「授業料減免事務処理要領」（第２版）  

https://www.mext.go.jp/content/20210331-mxt_gakushi01-000004157_01.pdf 

 

    



（本件問合せ先）  

【高等教育の修学支援新制度全般について】 

文部科学省 高等教育局  

学生・留学生課 高等教育修学支援室  

電話：03-5253-4111（代表）（内線 3505、3956） 

e-mail: qafutankeigen@mext.go.jp  

※ お問合せは、メールにてお願いします。 

【高等教育の修学支援新制度の会計処理について】 

文部科学省 高等教育局  

私学部参事官付 私学経営支援企画室財務調査係 

電話：03-5253-4111（代表）（内線 2539） 

 e-mail: sigsanji@mext.go.jp   

 


